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概 要 

本研究は埼玉県 ETS が第 1 削減期間（2011 年から 2014 年）と第 2 削減期間（2015 年

から 2018 年）の最初の 4 年間に対象事業所のエネルギー消費と経済活動に対する政策影

響を分析した。電力、都市ガス、重油というエネルギー源と経済活動を評価する従業者数

を注目して、以下の結果が得られた。第 1 に、政策開始後に対象事業所の都市ガスと重油

消費量が減少した一方、電力消費量に変化が見られなかった。第 2 に、第１削減期間と第

2 削減期間における埼玉県 ETS の対象事業所と非対象事業所の間でエネルギー消費削減

量に統計的に有意な差はなかったが、従業員数の推定結果から埼玉県 ETS が経済活動に

マイナスの影響を与えなかったことがわかった。 

 

キーワード：排出量取引、エネルギー消費量、雇用、差分の差分法 

 

1 はじめに 

温室効果ガス（Greenhouse Gas: GHG）の排出による世界的な気候変動は重要な課題と

なっており、経済・社会活動に大きな影響を与えている。GHG 排出量を効率的に削減す

るため、排出量取引制度（Emission Trading Schemes: ETS）は主要な政策手段の一つとして

世界的に注目されている。気候変動対策として、国レベルでの ETS 導入は世界的な動き

になりつつある。例えば、欧州連合域内排出量取引制度（European Union Emissions Trading 

System：EU-ETS）は 2005 年に始め、すでに第 4 フェーズに入っている。また、アメリカ

では、地域温室効果ガスイニシアティブ（Regional Greenhouse Gas Initiative：RGGI）やカ

リフォルニアの排出量取引の制度が導入されている。そのほか、ニュージーランド、スイ

ス、カナダ、カザフスタンなどで ETS 制度の運用が開始されている。アジアでも韓国や

中国で排出量取引が導入されている（Arimura et al.2021）。これらの政策の進展と伴い、各

国の ETS の政策効果を定量化する実証研究が多く始まっている（Buchner&Ellerman, 2006；

 
1 本研究は、（独）環境再生保全機構の環境研究総合推進費（JPMEERF20202008）により実施され

た。阿部達也氏、呂冠宇氏及び SEEPS ワークショップ参加者に謝意を表する。 
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Shen et al., 2020 ; Colmer et al., 2022）。 

日本では、2022 年末に政府の GX 実行会議2でカーボンプライシングの方向性が示され

たものの、国全体の ETS はまだ導入されていない。現状では、東京都と埼玉県における

都道府県単位の ETS が導入されたのみである。2010 年、東京都は全国に先駆けて独自の

排出量取引市場を設立した。埼玉県は東京都に続き、2011 年に ETS を導入した。東京都

の ETS は商業部門を対象とした世界初の制度であり、対象事業所が規制を遵守できない

場合に罰を与えることが規定されている。それに対し、埼玉県の ETS は産業部門を中心

として、対象事業所が規制を遵守できない場合にも罰則がなく、対象事業所に対して自主

的に CO2 排出量を削減するよう求めている。ETS 導入による国民経済、特に産業競争力

への悪影響に対する強い懸念が日本での ETS 導入が遅れている理由と認識される。その

ため、日本における ETS 政策の導入を検討する際には、排出削減効果と経済活動のバラ

ンスをとることが特に重要となる。 

日本の ETS 制度がもたらす CO2排出削減効果については多くの研究によって検証され

てきた。浜本（2018）は埼玉県 ETS と群馬県計画書制度の対象のデータを組み合わせて、

ETS の CO2排出削減効果を定量的に分析した。その結果、埼玉県 ETS は第１削減期間に

おいて対象事業者の排出量を約 14％削減する効果があることが示された。Hamamoto

（2021a）は埼玉県製造業事業所データを用いて、埼玉県 ETS が技術の普及を促進したか

どうかを検証した。その結果、第 2 削減期間の最初の 3 年間における高効率な機械と装置

の導入が促進された。つまり、事業所が第 1 削減期間では比較的安価な排出削減計画を採

用したのに対し、第 2 削減期間では、資金や資源を投入して高効率な設備を導入した可能

性を示唆している。さらに、Hamamoto（2021b）は埼玉県 ETS が第１削減期間に対象事業

所の排出削減を促進したことを示した上に、非対象事業所に対してもエネルギー消費の削

減を促すインセンティブとして機能したことを明らかにした。また、Arimura＆Abe（2021）

は日本のオフィスビルの施設レベルのデータセットを用いて、東京都 ETS の CO2排出削

減影響を調べた。その結果、CO2 排出削減量の一部は ETS の効果であるが、電気料金の

値上げも排出削減に寄与していることが明らかにされた。Sadayuki&Arimura（2021）は事

業所レベルのデータを用いて、東京都と埼玉県 ETS に関連する企業内カーボンリーケー

ジを調査した。この研究により、ETS の対象事業所を持たない事業者と比較して、対象事

 
2 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html  (2023 年 3 月 25 日最終アクセス) 
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業所を持つ事業者は、対象事業所からの排出量だけでなく、東京都と埼玉県以外の非規制

対象施設からの排出量も削減していることが明らかになった。 

上述の通りに、埼玉県 ETS は他の制度と異なり、罰則のない制度であり、自主的に CO2

排出量を削減するよう求めている。また、埼玉県 ETS の対象事業所は製造業を中心とな

り、ETS の規制対象は CO2 排出を削減する同時に、経済活動の現状を維持できるかどう

かを検討する価値がある。事業所のエネルギー消費量の削減が発生する同時に、経済活動

の現状が維持できるとしたら、エネルギー消費効率が向上することによって、効率よく

CO2排出量削減が達成していることが言える。 

ETS の効果を分析する研究において、複数の研究は事業所のエネルギー消費量または

経済活動への影響を検証している。製造業の生産活動に注目する研究として、

Petrick&Wagner（2014）がドイツのデータを用いて、EU-ETS が製造業の CO2排出量削減

に与える因果関係を推定した。その結果、ETS の対象企業が非対象企業と比べて CO2 排

出量の 5 分の 1 を削減したことが明らかにされた。そして、この削減は、主にエネルギー

効率の改善、天然ガスと石油製品の消費の抑制によって達成されたが、電力の使用は抑制

されなかった。さらに、ETS による企業の雇用、及び総生産と輸出の減少が見られない。

Hu et al.（2020）は中国 ETS パイロット事業によるエネルギー消費量削減と排出削減効果

を調査した。その結果、パイロット地域の規制産業のエネルギー消費量は非パイロット地

域の規制産業より 22.8％減少され、CO2 排出量は 15.5％減少されたことがわかった。ま

た、日本の ETS を注目した研究として、Abe＆Arimura（2022）は事業所レベルのデータ

を用いて、エネルギー使用量と経済活動に対する東京都 ETS の政策効果を推定した。そ

の結果、対象事業所と非対象事業所における共にエネルギー使用量削減が見られた一方、

ETS が対象事業所の経済活動にマイナスの影響を与えなかった。現存研究から見ると、

ETS が CO2 の削減に寄与しているという結論はほぼ一致されているが、エネルギー消費

量の削減に与える影響について各研究は異なる結果を示している。 

本研究は、2007 年から 2018 年までの事業所レベルのパネルデータを用いて、埼玉県

ETS の第１削減期間（2011 年から 2014 年）と第 2 削減期間（2015 年から 2018 年）の最

初の 4 年間における対象事業所のエネルギー消費と経済活動に対する政策影響の検証を

試みる。具体的には、埼玉県の事業所を分析対象として、ETS 対象事業所と非対象事業所

という 2 のグループに分けて、埼玉県 ETS の導入前後の電力、都市ガスと重油などのエ

ネルギー消費量を差分の差分法（Difference-in-differences : DID）手法で分析する。また、
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事業所の経済活動を評価するため、事業所の従業員数を被説明変数として DID 分析を行

う。なお、本研究で利用したデータは、資源エネルギー庁が収集している「エネルギー消

費統計調査」である。約 18万事業所の電力、都市ガス、重油、ガソリンなどのエネルギ

ー源別消費量と消費金額、または事業所の経済活動を表す従業者数、延床面積、売上高が

含まれて、非常に充実したデータセットである。 

本研究の貢献及び特徴は以下のとおりである。これまで埼玉県 ETS が経済活動への影

響を検証した研究はなく、本研究が最初の研究となる。埼玉県 ETS に焦点を当てること

で、自主的な目標設定型排出量取引制度は産業部門のエネルギー消費に対する ETS の影

響を検証することができる。また、パネルデータを用いた埼玉県 ETS に関する実証分析

は、日本における ETS 規制の影響に関する理解を深めることが可能になり、政策導入の

議論に貢献すると考えている。さらに、エネルギー消費量と経済活動を考慮することによ

り、政策のエネルギー消費削減効果を検証する同時に、ETS による生産にマイナスの影響

があるかどうかを判断することができる。 

本論文の構成は以下の通りである。次節では実証モデルとデータを紹介し、エネルギー

消費量の推移について議論する。第 3節では分析結果を説明する。第 4節では分析結果を

踏まえて考察と結論について論じる。 

 

2 実証モデルとデータ 

2.1 データ 

本研究で利用したデータは、資源エネルギー庁が収集している「エネルギー消費統計調

査」である。この統計調査は全国の範囲で、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省

エネ法）定期報告書提出対象事業所（第1種・第2種エネルギー管理指定工場）」のうち、

「石油等消費動態統計」の対象事業所を除いた事業所を調査の対象として、毎年行われる調

査である3。調査対象数は約18万事業所であり、令和2年度の調査によると回収率は約68%で

ある。その調査項目には電力、都市ガス、重油、ガソリンなどのエネルギー源別消費量と消

費金額、または事業所の経済活動を表す従業者数、延床面積、売上高が含まれている。本研

究はその調査のうち、2007年度から2018年度までのデータを使用した。 

 
3 経済産業省・資源エネルギー庁「エネルギー消費統計調査」

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec001/index.html 
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表１ 記述統計 

注：本調査では、99％テール切り捨てを行い、発電量の上位1％を異常値として対処した。また、エネルギー消費量

と従業員数が現実的にマイナスにはなれないため、データは0以下の場合にも異常値として対処した。そして、対数変

化を可能になるため、すべてのデータはプラス1をした後、対数変換を行った。この処理を行った後のエネルギー消費

量などのデータの最大値は、ほぼ平均値に標準偏差の3倍を加えた値になる。 

 

本研究が注目しているエネルギーは電力、都市ガスと重油である。この3つのエネルギ

ーは事業所の生産活動にとって重要なエネルギー源である。また、各エネルギーの排出係

数が異なる。重油と比べて都市ガスの排出係数は低い一方、電力は発電方法による比較的

少ない排出量でエネルギーを提供できる。この3つを注目することでエネルギー消費量を

見るだけでなく、排出量削減のために事業所がエネルギー源の構造を調整しているかどう

かについても分析できる。また、事業所の経済活動を評価するため、事業所の従業員数を

被説明変数とする。表1は対数変換した後のデータの記述統計を示したものである。表中

のパネルA、パネルBとパネルCはそれぞれ電力消費量、都市ガス消費量と重油消費量を示

している。パネルDは従業員数の分布を示している。平均エネルギー消費量と平均従業員

数の規模を見ると、埼玉県ETSの対象事業所は、非ETS対象事業所より大きいことが分か

 事業所数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

パネル A: 電力消費量 

非 ETS 対象 363 6.926 1.106 0 10.345 

ETS 対象 165 8.973 1.081 0 11.285 

パネル B: 都市ガス消費 

非 ETS 対象 77 4.041 1.876 0 9.622 

ETS 対象 92 6.476 1.702 0 10.182 

パネル C: 重油消費 

非 ETS 対象 37 3.914 1.603 0 6.589 

ETS 対象 35 4.714 2.065 0 8.750 

パネル D: 従業員数 

非 ETS 対象 366 4.774 0.609 0 7.245 

ETS 対象 166 5.435 0.919 2.639 7.555 
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る。その理由はETSの対象が原油換算で1500KLのエネルギーを3年度連続して使用する大

規模事業所ということであり、エネルギー消費量が比較的多い。つまり、対象事業所と非

対象事業所という2つのグループ間で大きな差があると見られ、単純に比較することはも

ともとのグループ間の差が回避できない。そのため、DID モデルを用いる必要がある。 

エネルギー消費量さらに説明するため、対象事業所と非対象事業所の平均エネルギー消

費量の年度推移を見る必要がある。図1、図2と図3はそれぞれ年平均電力消費量、都市ガ

ス消費量と重油消費量の推移を表している。また、産業部門の生産活動に与える影響を分

析するため、製造業事業所の各エネルギー消費量の年平均推移をまとめた。全体として、

すべての事業所の電力消費量の変化は小さいと見られる。ETS対象事業所の電力消費量は

非対象事業所と比較して、第2削減計画期間中に若干の増加傾向が見られる。製造業事業

所も全事業所とほぼ同じ傾向が示している。一方、都市ガスの消費量の変動は電力消費量

に比べてより変動が大きい。 第1削減期間の2年目には対象事業所と非対象事業所ともに

消費量は減少傾向を示し始めたが、その減少傾向は対象事業所でより顕著である。また、

第2削減期間の間に非対象事業所における消費量の減少がほぼ見られないにもかかわらず、

対象事業所の都市ガス消費量の減少が続いている。さらに、重油の消費量の変化は、前述

の2つのエネルギーよりも著しい。非対象事業所におけるETSの開始前後での消費量に大

きな変化はないが、対象事業所が政策開始後に消費量が大幅に減少している。 

対象事業所と非対象事業所の従業員数の推移が図4表されている。グラフからまず把握

できるのは、政策開始前後の従業員数の減少傾向が見られないことである。 第2削減期間

に対象事業所の従業員数がわずかに増加している。 

 
図1 年平均電力消費量推移（単位：千kWh） 
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図2 年平均都市ガス消費量推移（単位：千m3） 

 

 
図3 年平均重油消費量推移（単位：KL）  

 

図 4 年平均従業員数推移 
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2.2 実証モデル 

本研究の目的は、埼玉県 ETS の因果的な政策効果を推定することである。具体的には、

ETS 対象事業所のエネルギー消費量と経済活動に対する政策効果を明らかにするため、

電力、都市ガス、重油の消費量と従業員数に着目する。埼玉県 ETS がエネルギー消費と

経済活動に与える影響を計算するため、本研究は DID を用いて実証分析を行う。DID モ

デルはよく政策効果の評価に用いられている（Abadie, 2005；Imbens and Wooldridge, 2009）。

Abe＆Arimura（2022）は DIDモデルなどの手法を用いて、東京都 ETS がエネルギー消費

と経済活動に与える影響を分析した。 

ここで、𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!を事業所𝑖が埼玉県 ETS の対象であるかを表すダミー変数とする。対象

事業所の場合に𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡! = 1、そうでない場合に𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡! = 0とする。そして、𝑝𝑜𝑠𝑡"は年を表

すダミー変数とする。𝑝𝑜𝑠𝑡" = 0は政策開始前として、𝑝𝑜𝑠𝑡" = 1は政策開始後とする。

𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!𝑝𝑜𝑠𝑡"を事業所𝑖が年𝑡に埼玉県 ETS の対象であるか否かを表すダミー変数とする。𝑡

年における事業所のエネルギー消費または経済活動を𝑌!,"(𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!𝑝𝑜𝑠𝑡")という式で表す。こ

の時、埼玉県 ETS 実施の効果は𝑌!,"(1) − 𝑌!,"(0)で表される。しかし、対象事業所にあたる

場合、𝑌!,"(0)は観察できなく、そうでない場合𝑌!,"(1)は観察できない。従って、𝑌!,"(1) −

𝑌!,"(0)の代わりに、式(1)のように定義される「埼玉県 ETS にとっての平均処置効果」

（average effect of treatment on the treated：ATT）を推計することが多い。 

𝐴𝑇𝑇 = 𝐸3𝑌!,$(1)4𝑥! ," , 𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!𝑝𝑜𝑠𝑡" = 17 − 𝐸3𝑌!,$(0)4𝑥! ," , 𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!𝑝𝑜𝑠𝑡" = 17 (1) 

そして、削減期間を区分するため、𝐸𝑇𝑆%," = 𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡!𝑝𝑜𝑠𝑡"と定義し、k = 1の時は第 1 削

減期間とする。そのとき、事業所は第 1 削減期間の対象事業所の場合に𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡! = 1とする。

また、2011 年から 2014 までには𝑝𝑜𝑠𝑡" = 1とする。同じく、k = 2の時は第 2 削減期間と

する。そのとき、事業所は第 2 削減期間の対象事業所の場合に𝑡𝑟𝑒𝑎𝑡! = 1とする。また、

2015 年から 2018 までには𝑝𝑜𝑠𝑡" = 1とする。それに基づいて、式(2)の推定式を設定する。 

𝑦! ," = 𝛼 + 𝛽&𝑥! ,"+ 𝛽$𝐸𝑇𝑆$," + 𝛽'𝐸𝑇𝑆'," + 𝜏! + 𝛿" + 𝜀! ," (2) 

𝑥! ,"は従業員数や床面積などが含まれる事業所の特徴に関するコントロール変数のセッ

トである。従業員数を被説明変数として推定する場合、従業員数は𝑥! ,"から除いている。

𝜏!は事業所の固定効果、𝛿"は年の固定効果である。 
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3. 分析結果 

3.1 実証結果 

  本節は前述の実証モデルの推定結果を紹介する。エネルギー消費が大量に需要する製造

業の状況を把握するため、エネルギー消費量と従業員数の推定は全事業所と製造業事業所

についてそれぞれ行う。表 2 と表 3 は全事業所と製造業事業所の DID 推定結果である。

各表の各列は電力、都市ガスと重油の消費量に対する推定結果を示している。まず、全事

業所推定結果の各列に示す結果はエネルギー種類にかかわらず、統計的有意性を示す推定

値がないことがわかる。しかし、重油の推定値は第 1 と第 2 削減期間に負の傾向が見ら

れ、都市ガスの推定値は第 2 削減期間に負の傾向が見られる。それは第 2章に示したエネ

ルギー消費量の推移の特徴とほぼ一致している。また、製造業事業所の推定結果は同じく

統計的有意性を示す推定値がないが、重油と都市ガスの推定値に負の傾向が見られる。な

お、製造業範囲（表３）の推定結果(3)から見ると、床面積が大きい、つまり規模が大きい

事業所がより多く重油を消費している。 

 

表 2 全事業所推定結果 

 (1) (2) (3) 

被説明変数： ln 電力消費量 ln 都市ガス消費量 ln 重油消費量 

ETS 第 1 削減期間 0.0459 0.0750 -0.0569 

 (0.0356) (0.0890) (0.1345) 

ETS 第 2 削減期間 0.0344 -0.2558 -0.3482 

 (0.0482) (0.1548) (0.2379) 

従業員数 0.1778*** 0.0451 0.0387 

 (0.0448) (0.1343) (0.2231) 

床面積 0.1374* 0.1084 -0.0386 

 (0.0837) (0.3118) (0.1058) 

_cons 5.3873*** 4.2072*** 4.7712*** 

 (0.8221) (3.0070) (0.6846) 

N 5729 1783 825 

R2 Adjust 0.9103 0.8449 0.8249 

Facility FE YES YES YES 

Year FE YES YES YES 

 （* p < 0.10, ** p < 0.05, *** p < 0.01） 



 

10 
 

推定結果が有意ではない理由として、記述統計で示した通りに観測数の少なさが挙げら

れる。その原因は調査結果のデータの欠損値が多く、事業所の変動全体を説明することは

難しいと考えられる。 

 

表 3 製造業事業所推定結果 

 （* p < 0.10, ** p < 0.05, *** p < 0.01） 

 

 表 4 は経済影響を検証する結果であり、従業員数について DID の推定結果を全事業所

と製造業事業所範囲でまとめている。第 1 削減期間には全事業所範囲の有意な推定結果

が得られなかったが、第 2 削減期間における有意な正の結果が得られた。一方、製造業事

業所が第 1 と第 2 削減期間には有意な結果が得られなかった。この結果を見ると、ETS が

従業員数の増加に寄与していることがわかった。しかし、この増加の要因について本研究

で用いたデータは説明できず、ETS による環境パーフォマンスに関連する雇用が増加す

 (1) (2) (3) 

被説明変数： ln製造業電力 ln製造業ガス ln製造業重油 

ETS 第 1 削減期間 0.0051 0.0342 -0.0270 

 (0.0440) (0.1073) (0.1473) 

ETS 第 2 削減期間 -0.0262 -0.1214 -0.2383 

 (0.0536) (0.1816) (0.2709) 

従業員数 0.2886*** 0.0973 0.0149 

 (0.0790) (0.2836) (0.2757) 

床面積 0.1147* 0.1970 0.3860* 

 (0.0629) (0.2481) (0.1847) 

_cons 5.3536*** 3.8167 0.9851 

 (0.6791) (2.8256) (2.2098) 

N 3871 1109 674 

R2 Adjust 0.8766 0.7505 0.8106 

Facility FE YES YES YES 

Year FE YES YES YES 
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る可能性があるとしか言えない。それについてさらに詳しい研究する必要がある。ここで

は、ETS が失業をもたらす証拠は確認できず、事業所の経済活動パーフォマンスに負の影

響はないと言える。 

表 4 従業員数推定結果 
 

(1) (2)  
ln全事業所 ln製造業 

ETS 第１削減期間 0.0111 -0.0066 
 (0.0179) (0.0178) 

ETS 第２削減期間 0.0567** 0.0180 
 (0.0252) (0.0271) 

床面積 0.1505** -0.0515 
 (0.0624) (0.0191) 

_cons 3.6059*** 4.4748***  
(0.5657) (0.1752) 

N 5857 3979 

R2 Adjust 0.9085 0.9339 

Facility FE YES YES 

Year FE YES YES 

 （* p < 0.10, ** p < 0.05, *** p < 0.01） 

 

実証結果が有意な結果を示さなかった理由として、主に 2 つのことが考えられる。ま

ず、年平均のエネルギー消費量推移に見られる都市ガスと重油の消費減少の原因は、2011

年の震災の影響である可能性がある。しかし、そういうエネルギー消費の削減は持続的で

あり、かつ電力消費量にはそのような減少傾向は見られないので、ETS がエネルギー効率

向上に影響を与えないとは言えないし、すべて震災の影響とも言えない。一方、本調査の

回答では無効回答が多いため、使用したデータは欠損値が比較的多く、実証段階では政策

の影響を十分に示すことは困難である。これは本研究の課題の一つである。 

 

3.2 平行トレンドの検証 

前述のモデルで年ごとに推定した ATT を示したもので、平行トレンドの仮定が満たさ

れているかどうかを検証することができる。図 5 は、電力消費量、都市ガス消費量、重油
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消費量と従業員数に対して各年の ATT を 2007 年の結果と比較して算出したものである。

ETS 政策開始以前の ATT は統計的に有意ではなく、平行トレンド仮定が満たされること

を意味している。この結果は、DID 推定の信頼性を示している。 

 

 
図 5 平行トレンド検証 

 

4. おわりに 

 本研究では、2007 年から 2018 年までの事業所レベルのパネルデータを用いて、埼玉県

ETS の第 1 削減期間と第 2 削減期間の最初の 4 年間における対象事業所のエネルギー消

費量と従業員数への影響を定量的に分析した。平均エネルギー消費量の年度推移から見る

と、非対象事業所と比較して、ETS 対象事業所の電力消費量は第 2 削減計画期間中に若干

の増加傾向が見られ、都市ガス消費量の減少傾向はより著しい。そして、非対象事業所に

おける ETS 政策の開始前後での重油消費量に大きな変化はないが、対象事業所が政策開

始後に消費量が大幅に減少している。排出量取引によって、重油が燃料転換され排出削減

に貢献した可能性が示唆されている。 

推計の結果によると、第１削減期間と第 2 削減期間における埼玉県 ETS の対象事業所

と非対象事業所という両グループ間でエネルギー消費削減量に統計的に有意な差はなか
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った。Abe&Arimura（2022）は東京都 ETS がもたらすエネルギー消費量の削減について検

証したが、第１削減期間と第２削減期間において対象事業所と非対象事業所の間に有意な

差が見られなかった。この結論は本研究と似ているが、東京都で観測された電力消費量の

削減が埼玉県では見られなかった。その理由として、東京都 ETS の対象は多数のオフィ

スビルを含めて、電力消費は主なエネルギー消費としているため、CO2削減目標を達成す

るためには電力消費を削減しなければならない。一方、埼玉県 ETS の対象は産業部門を

中心となり、エネルギー消費を CO2 排出係数が高いエネルギーから低いエネルギーに移

転することによって、CO2排出量を削減することが実現できる。 

 また、対象事業所が非対象事業所と比較して従業員数を減少させたという証拠は第１削

減期間と第２削減期間において見つからなかった。つまり、埼玉県 ETS による経済活動

へのマイナスの影響は見られなかった。本研究の結論は EU-ETS と東京都 ETS の下での

製造業に関する先行研究と一致する（Marin et al., 2018; Petrick&Wagner, 2014; Abe&Arimura, 

2022）。対象事業所は従業員数を減らす代わりに、削減を実現するためにエネルギー消費

量を削減するまたは排出係数が低いエネルギーへ転換する可能性がある。 

  本研究にはいくつかの課題があることを認識している。まず、データの制約から、事業

所特徴を表す変数について本研究では従業員数のみに着目している。さらなる事業所特徴

の変数を加えることができるならば、さらに正確的に分析することもできるはずである。 

また、エネルギー消費統計調査のデータセットで報告された情報に多くの欠損値と異常値

があるため、バランスパネルデータを構築することで欠損値と異常値を除外し、分析の対

象となる観測数が限られていたことである。これは、Abe＆Arimura（2022）同様、エネル

ギー消費統計調査の課題である。そのため、埼玉県の事業所のエネルギー消費と従業員数

の政策前後の変化をさらに正確に分析することはできなかった。さらに、観測数の少なさ

は実証手法が限られることを決めている。本研究で行った DID 分析以外、さらに傾向ス

コアマッチングを用いた差分の差分法（Difference-in-difference based on propensity score 

matching : PSM-DID）を利用して、分析の頑健性を確認することが必要であったが、観測

数の少なさの原因で実現できなかった。より観測数の大きいデータを入手ができれば、こ

れらの課題に対処することが望ましい。 
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